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報告のポイント 

 
1. 早稲田大学レジリエンス研究所（WRRI）の7年間の東日本大震

災・福島原発事故に関する調査研究から、「フクシマの教訓」を考
える。                     
 

2. 福島の現状から福島復興の7年と今後のあり方を考える。「福島の
再生なくして日本の再生なし」（「福島復興再生基本方針」、2012年
7月13日閣議決定) について考える。 
 

3. 原子力政策におけるバックエンド問題から「フクシマの教訓」を考え
る。高レベル放射性廃棄物（HLW）の地層処分をめぐる問題と
Reversibility（可逆性） に関するフランスの議論から考えたい。                                         
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１. 早稲田大学レジリエンス研究所（WRRI）の
7年間の東日本大震災・福島原発事故に関す
る調査研究から「フクシマの教訓」を考える。                        
 
 
 なぜ 「フクシマ」という表記を使用するのかについては、以下の早稲田
大学レジリエンス研究所Webサイトを参照ください。 
http://www.waseda.jp/prjmatsuoka311/material/fukushima20150302.
pdf 
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http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/ 
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「3.11」から7年（1） 
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2011年 3月11日  東日本大震災・福島原発事故（JICA廃棄物処理調査事業でスリランカ滞在中） 
2011年 4月13日  早稲田大学重点領域・震災復興研究・申請 
2011年 5月17日  早稲田大学・東日本大震災復興研究拠点・「インフラ・防災系復興研究プ 

             ロジェクト」・「複合巨大クライシスの原因・影響・対策・復興に関する 

             研究：原子力災害とリスク・ガバナンス」開始（2011-2015年） 

2011年11月17-18日 宮城県気仙沼市・仙台市、福島県南相馬市・現地調査 
2012年 3月 8日    第1回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から1年」 
2012年 7月25日    早稲田大学ブックレット『フクシマ原発の失敗』出版 
2012年 8月 6日    文科省原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ・「原子力産業への社 
              会的規制とリスク・ガバナンスに関する研究」開始（2012-2014年） 
2013年 3月 8日   第2回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から2年」 
2013年10月10-11日 福島県いわき市・双葉郡・震災復興調査 
2013年12月20日  早稲田大学ブックレット『原子力規制委員会の社会的評価』出版 
2013年12月25日   早稲田大学ブックレット『フクシマから日本の未来を創る』出版 
2014年2月10-14日 欧州・原子力安全規制ワークショップ（フランス・パリ政治学院） 
2014年3月 7日       第3回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から3年」 
2014年4月1日    グローバル・サステイナビリティ研究所（2008-2013年度）の後継として原子力安全 
               文化・福島復興研究所（現・レジリエンス研究所：2014年6月名称変更）設立 
2014年5月16日    国連大学シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故の教訓をポスト 
                                MDGs・SDGsの目標へ：災害の世紀・21世紀を生きる知恵」 
2014年9月14日-21日  アメリカNRC調査（ワシントンDC、アトランタ、カリフォルニア） 
 
 



「3.11」から7年（2） 
2015年3月11日    第4回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から4年」 
２015年3月      『震災後に考える：東日本大震災と向きあう92の分析と提言』出版 
2015年4月      科学研究費・挑戦的萌芽「原子力災害被災地におけるコミュニティ・ 
             レジリエンスの創造」開始（2015-2017年）  
2015年10月     日本生命財団学際的総合研究助成「環境イノベーションの社会的受容性と 

             持続可能な都市の形成」開始（2015-2017年）  

2016年3月7日   第5回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から5年」 
2016年4月      科学研究費・基盤研究（B）「「高レベル放射性廃棄物（HLW）処理・処分施 
              設の社会的受容性に関する研究」 開始（2016-2018年） 
2016年5月27日-28日 日本原燃・核燃料サイクル関連施設調査（青森県六ヶ所村） 
2016年8月23日-25日 大間原発・むつ燃料備蓄センター調査（函館市、大間町、むつ市） 
2016年9月12日-13日  JAEA幌延深地層研究センター調査（北海道幌延町） 
2017年1月31日-2月1日 JAEA東濃地科学センター調査（岐阜県土岐市、瑞浪市） 
2017年3月7日    第6回シンポジウム「東日本大震災・福島原発事故から6年」 
2017年5月25日   ふくしま広野未来創造リサーチセンター設立式（福島県広野町） 
2018年1月28日   第1回ふくしま学（楽）会（福島県広野町） 
2018年2月4日    第32回ニッセイ財団WS「地域から創る社会イノベーションと持続可能な社会」 
2018年2月5日-18日 科研バックエンド問題研究・欧州（フィンランド・フランス）調査 
2018年3月7日     第7回原子力政策・福島復興シンポジウム「大震災・原発事故から7年」 
2018年3月21日   福島イノベーション・コースト構想「福島復興学ワークショップ」@福島市 
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これまでの共同研究
の成果 
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「フクシマの教訓」とは？ 
1979年 スリーマイルアイランド（TMI）原発事故 
      → 過酷事故に対応する深層防護（Defence in Depth）の重要性 
1986年 チェルノブイリ原発事故 
      → 安全文化（Safety Culture）の重要性 
         地球環境問題としての原発事故 
2011年 福島原発事故 
      → 「フクシマ」を人類史の中にどのように位置づけるのか？ 
 

 福島県（2017）「東日本大震災・原子力災害アーカイブ拠点施設基本構想」     
   1. 福島の経験を踏まえた「危機意識」の喚起：  福島の複合災害から、 想像を超える災害
が起こりうることを知る。 この経験を忘れずに、 “備える”ことによって、安全・安心な社会を
実現していこう。  
   2. 「新しいふくしま」の創造に向けて、 世界から寄せられた英知を生かし、果敢に挑戦す
ることの大切さ：  原子力災害からの復興に向けて福島に寄せられる世界の英知。 福島は、
それらに感謝を伝え、果敢に挑戦し続けることで 新たな価値を創造していく。そんな福島とと
もに、希望に満ちた未来を切り拓いていこう。  
 

 「フクシマの教訓」について考える・・・？ 
   Sustainability and/or Resilience 
        → 元の状態（環境）に戻れない時の適応力としてのレジリエンス 
     → 元に戻る（可逆性：Reversibility）とは？ 12 



2. 福島県の現状から福島復興の7年と今後
のあり方を考える。 
 
 
  「福島の再生なくして日本の再生なし」（「福島復興再
生基本方針」、2012年7月13日閣議決定) について、

日本の地域社会の状況や地方創生論も含めて考えた
い。  
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福島復興政策の展開 
国・福島県などの動き 
 ・「原子力災害からの福島復興の加速のための基本方針」（2016年12月20日：閣議決定） 
   → 避難指示の解除と早期帰還支援 
 ・「福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想研究会報告書 
     世界が注目する浜通りの再生」（2014年6月23日：経済産業省） 
  イノベーション・コースト構想推進会議・第8回（2017年2月11日） 
  「廃炉」産業の集積：廃炉業クラスターの形成？ 
      楢葉遠隔技術開発センター、富岡廃炉国際共同研究センター、大熊分析・研究センター 
 ・「福島12市町村の将来像に関する有識者検討会提言」（2015年7月30日：復興庁） 
  世界に発信する新しい福島型の地域再生、再生可能エネルギー先駆けの地：福島新エ 
     ネ社会構想）、スマートコミュニティの構築 
 

 ・「福島復興計画（第3次）：未来につなげる、うつくしま」（2015年12月：福島県） 
  「基本理念 1. 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」 
  「世界のモデルとなる復興・再生」 → 県内・県外避難者数を2020年度末に0人へ 
 

 ＊20世紀的なトップダウンのインフラ中心の復興事業（早く元に戻す） 
     → 「住民参加型」の欠如 → 「場」と社会的受容性の欠如 → ミクロ・ 
           マクロループ（暗黙知の共有）の欠如 → 新たなアイディアの欠如 
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避難指示解除と避難者動向、福島浜通り地域の近未来像 
避難指示解除 
    2014年4月：田村市、2014年10月：川内村、2015年9月：楢葉町、2016年6月：葛尾村、 
    2016年7月：南相馬市、2017年3月：飯館村・浪江町、2017年4月：富岡町 
復興庁・避難者調査 
2018/2/13現在, 2018/2/27発表 
        福島県・避難者 50,566人（福島県内 16,471人、福島県外  34,095人）          
        岩手県・避難者   9,766人（岩手県内   8,539人、岩手県外  1,227人） 
        宮城県・避難者 14,026人（宮城県内   9,133人、宮城県外  4,893人） 
 

2017/12/12: 福島県・避難者 52,287人（福島県内 18,024人、福島県外  34,263人） 
2016/2/12： 福島県・避難者 98,460人（福島県内 55,321人、福島県外 43,139人） 
2015/2/12： 福島県・避難者 120,009人（福島県内 72,790人、福島県外 47,219人） 
2014/2/13： 福島県・避難者 133,584人（福島県内 85,589人、福島県外 47,995人） 
2013/2/ 07： 福島県・避難者 154,157人（福島県内 97,022人、福島県外 57,135人） 
2012/2/23：  福島県・避難者 160,107人（福島県内 97,433人、福島県外 62,674人） 
2011/8/03： 福島県・避難者   60,472人（福島県内 13,192人、福島県外 47,280人） 
 

＊イノベーション・コースト構想 → 廃炉産業クラスター → 研究者・廃炉作 
  業員など数万人の転入 → 地域住民数万人の地域外への避難継続  
    → 浜通り地域・双葉郡の極めてパラドキシカルな近未来像 
 



楢葉町の帰還状況（2017年3月末と2018年1月末） 
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2018年1月２８日に第1回ふくしま学（楽）会を開催 
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原子力災害という極めて特殊な災害からの福島復興 

原子力災害という極めて特殊な災害 
 

  → 福島の災害復旧政策は自然災害復旧の基本型である「出来るだけ
早く元の状態に戻す」という旧来の思考の呪縛に囚われてきた 
 

  → その結果、早期全面帰還路線が福島復興政策の基本におかれ、 早
期全面帰還を前提にした除染政策や賠償政策の展開 
 

  → 楢葉町・楢葉遠隔技術開発センター、富岡町・廃炉国際共同研究セ

ンター国際共同研究棟、大熊町・大熊分析・研究センター、南相馬市・浪江
町・ロボットテストフィールド、南相馬市・国際産学官共同利用施設といった
箱物整備の展開 
 

  → 「個人の人生でもそうですが、国や社会の歴史においても、突然の事

故や災害で、何が重要なのか気づく瞬間があります。すべてを新しい方法
で、創造的な方法で考え直すことが出来るスペースが生まれるのです。」 

（ジョン・ダワー:2011年4月29日）  
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3. 原子力政策におけるバックエンド問題から「フ
クシマの教訓」を考える。 
 
 「フクシマの教訓」について、高レベル放射性廃棄物
（HLW）の地層処分とReversibility（可逆性）をめぐるフラ

ンスの議論から考える。                                         
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原子力発電所とバックエンド問題 
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使用済核燃料（SNF）と 
核燃料サイクル政策 
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HLW地層処分と時間軸 
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Australopithecus  400万年- 300万年前  
Homo Neanderthals 50万年-30万年前 
Homo Sapiens 20万年前 



使用済核燃料（SNF）の中間貯蔵施設（青森県むつ市）＝「暫定保管」 
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日本のHLW政策 
2000年5月：「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（最終処分法） 
         HLW最終処分計画は4万本が収容可能な1施設を想定  
2000年10月：NUMO（原子力発電環境整備機構、経産大臣認可特別法人）設立 
 
NUMO「選定手順の考え方」（2001）：立地選定の3段階プロセス 
  ①文献調査による概要調査地区の選定（2年程度を想定） 
  ②概要調査地区の中から精密調査地区の選定（3年程度） 
  ③精密調査地区の中から最終処分施設立地の選定（15年程度） 
 
2002年：全国市町村を対象に文献調査の公募開始 
 正式応募は2007年1月の高知県東洋町のみ、しかし東洋町では、町民や

議会の強い反対により、町長が辞職し、出直し町長選において反対派候補
が圧勝し、2007年4月には応募が取下げられた。 
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バックエンド問題の現状 
  「高レベル放射性廃棄物の最終処分問題は、法制度を2000年に整備して以

降、今に至るまで、処分地選定の最初の調査（文献調査）にも着手できていな
い状況です。これまで立地選定が進んでいない背景には、①地層処分の安全
性に対し十分な信頼が得られていない、②応募プロセスが地元の発意が前提
であるため、地元の負う説明責任・負担が重いなどの問題がありました。」（経
済産業省資源エネルギー庁HP）。 
  2015年5月の閣議決定で、国は従来の公募路線を修正し、国がより前面に
立って科学的に見た適地（科学的有望地、科学的特性マップ）を提示し（2017
年7月公表）、関係自治体に対して文献調査受入れの申入れを行うこととした。 
 

25 



26 

 フィンランド調査（2018年2月6日-2月9日） 

Olkiluoto Visitors Center Olkiluoto Nuclear Power Plant  

Prototype of the spent fuel 
canister 

Vuojoki Mansion  
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 フィンランド: 地層処分の安全性に関する世論調査  

Source: STUK 
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Source: STUK 

 フィンランド: 地層処分の安全性アンケート（エウラヨキ自治体）  
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 フィンランド: 行政機関等への社会的信頼 

STUK 

Energy scientists/research institutes 

Ministry of Economic Affairs & Employment 
Ministry of the Environment 

Energy Market Authority 

Source: STUK 



フィンランド・モデル 

  世界の地層処分のフロントランナー・フィンランドは、20世紀型の社会的
受容性モデル（passiveな社会的受容性モデル） 
 

  フィンランド社会や対象地域社会における地層処分の安全性への強い疑
問や地層処分政策への否定的な意見が強い 
 

   Posiva社の親会社であるオルキルオト原発を保有するTVO社や
RegulatorであるSTUKに対しての強い社会的信頼 
 

  フィンランドの国民は、処分方法には懐疑的であり、地層処分についても
よく分からないが、それでもTVO社やSTUKの高い技術的能力や真摯な姿
勢に対する社会的信頼（伝統的信頼モデルとSVSモデル）に支えられて最
終処分地を決定 
 

  地方自治体と国会の議決による決定という20世紀的な間接民主主義の
明確なdue processにより決定 
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 フランス調査（2018年2月12日-2月16日） 

Tunnel of URL  Container for vitrified waste 

Operator of the pushing robot Overview of the Cigeo 
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 フランス: 地層処分政策の歴史 
  

- 1st law on nuclear waste management 
- 3 options indicated: 1) Deep geological disposal repository (DGR)  
                                  2) transmutation 3) long-term storage 

Adopted DGR as the feasible 
option  

Reversibility  for the DGR was set by the Act 

Source: Adjusted based on the diagram provided by Andra 

Public debate between 2005-2006 

Public debate 



フランスのReversibility（可逆性）の議論 
Bataille法（1991年）：3つのオプション 
             ①核種変換 
             ②可逆性のあるまたは可逆性のない地層処分 
             ③長期中間貯蔵  
 

CNDP（公開討論国家委員会）による国民的討論 
  第1フェーズ：2005年9月12日ー2006年1月13日 
      高レベル・長寿命放射性廃棄物の管理方法に関する公開討論会 
       （合計3,000人が参加し、討論時間は延べ60時間） 
      2006年3月8日：CNDP報告書報告書 
      2006年6月：放射性廃棄物等管理法（可逆性のある段階的な柔軟な 
              地層処分の実施を規定）制定 
 

  第2フェーズ：2013年5月23日ー同年12月15日 
      地層処分場の設置に関する公開討論会 
      2014年2月12日：CNDP報告書 
      2016年7月：地層処分における可逆性を原則化したReversibility法制定 
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フランスのReversibility（可逆性）の意義 
フランスのReversibilityの定義（2016年 Reversibility Law） 

       第1原則・Adaptability：社会経済状況の変化や将来世代の政策決定への 

                                         参加権の保障などの適応可能性（Adaptability） 
       第2原則・Retrievability：技術的回収可能性 

  ＊地層処分の坑道の閉鎖についても、120年から140年間の処分作業の後に、法律で坑道
閉鎖を行うかどうかを決めることになっており、最終的にトンネルを埋め戻し、封鎖するかどう
かは未定 

 ＊フィンランドや日本の技術主義的なReversibilityの理解（建設期間終了までの技術的回収

可能性（Retrievability）の確保）との違い 
 

フランス・モデルから学ぶもの 

 フランスの教訓は、決定論的なアプローチではなく、社会的学習プロセスや順応
的アプローチも含めた柔軟で普段的で可逆的な決定プロセスのデザインの重要性 
  現在世代の将来世代に対する倫理的責任として、「現在世代は最終処分方法を
決めない」ということも一つの現在世代の決定でありうる 
 

 ＊そもそも、最終処分（Final Disposal)、地層処分（Geological Disposal）、暫定保
管（Temporal Safe Storage）、恒久地上保管（Enduring Surface Storage）とは何か？ 
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おわりに：「フクシマの教訓」と「福島復興学」 
 
 「元に戻る」レジリエンスと「元には戻らない」状態におけるレ
ジリエンスとは何か？ 
 

  → 「元に戻る」・「元に戻す」＝Reversibility（可逆性）とは何
か？ 
 

  → 将来世代の選択の可能性（多様性）を保障する 
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おわりに：「フクシマの教訓」と「福島復興学」 

1. 原子力災害からの復興のあり方：Post Accident Management 
    → 元の状態に戻すレジリエンス（閾値内の回復力）と閾値外の力   
                が働き、元の状態に戻れない時の適応力としてのレジリエンス 
    → 多様性を尊重した復興のあり方 
    → 将来世代の選択の可能性 
     
2. 現在世代と将来世代の選択の可能性：多様性の尊重のあり方 
    → 福島復興における時間軸と空間軸のあり方 
    → 「帰還」だけを目標とした復興で良いのか？ 
       → 従来の行政組織のあり方で良いのか？ 
    → 浜通り地域全体 or 福島県全体の復興のあり方 
    → 復興ビジョンの具体化のあり方 
        「基本理念 1. 原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」 
               「世界のモデルとなる復興・再生」 
        → 「廃炉」ありきで良いのか？ 
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「衰退」する日本の地域社会と「福島復興」の意義 
    日本の人口・高齢化（65歳以上）率：2010年 1億2,806万人、23.0%  
                               2040年   1億1,092万人、35.3% 
                                                               2065年         8,808万人、38.4% 
                                                               2100年         5,972万人、38.3% 
 

         増田寛也（編）（2014）『地方消滅』中公新書 → 消滅可能性自治体が896                                         
 

         地方創生政策の手詰まり → 「東京圏抑制」政策: 歴史は二度繰り返す 
 

   地域社会の持続可能なあり方を創り出す社会イノベーションの共創・創発 
 
「場」の形成と社会的受容性 
 

技術と社会 
マルチアクター 
ミクロマクロループ 
コミュニケーション 
暗黙知（Tacit Knowing） 
新しいアイデア 
困難な地域における 
   地域再生：福島モデル 
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社会的受容性 技術的受容性 

制度的受容性 

市場的受容性 

地域的受容性 技術的受容性 

制度的受容性 

市場的受容性 
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